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傘 新設法人と消費税

Q :当社は、平成11年9月に資本金1千
万円で設立した8月決算の株式会社です。

ところで、基準期間の課税売上高が3千万

円以下であれば、消費税の納税義務が免除さ

れると聞きました。当社の場合、1期目と2

期目は基準期間自体が存在しないため、消費

税の納税義務は免除されると考えてよいでし

ようか。

A:新設法人については、基準期間がない

場合でも、消費税の納税義務は免除されませ

ん ◎

【解説】

消費税の納税義務は、原則として基準期間

の課税売上高が3千万円を超えるかどうかで

判定されます。この基準期間とは、法人につ

いてはその事業年度の前々事業年度とされて

います。

ところで、 その事業年度の基準期間がない

法人のうち、その事業年度開始の日における

資本又は出資の金額が’千万円以上である法

人（新設法人）については、その新設法人の

基準期間がない事業年度は、消費税の納税義

務の免除規定は適用されないこととなってい

ます。

したがって、ご質問の場合、1期目と2期

目は、いずれも新設法人に該当するため、消

費税の課税事業者に該当することになります。

なお、3期目は、基準期間が存在するため

新設法人には該当せず、基準期間における課

税売上高が3千万円を超えるかどうかにより、

消費税の納税義務を判定することになります。


